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提案条例説明資料 

担当部名称 総務課 

1 番   号 条例第 1 号 

2 題   名 
浜田地区広域行政組合監査委員条例の一部を改正す

る条例 

3 目的・理由 

地方自治法の一部が改正されたことに伴い、引用条

項に関し改正が必要となる条例について所要の改正を

行うものです。 

4 概   要 

 地方自治法の引用条項の変更に伴い、浜田地区広域

行政組合監査委員条例（平成 9 年浜田地区広域行政組

合条例第 5 号）第 3 条中、「第 243 条の 2 の 2 第 3 項」

を「第 243 条の 2 の 8 第 3 項」に改める。 

5 施行期日等 令和 6 年 4 月 1 日 
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浜田地区広域行政組合監査委員条例（平成9年条例第5号）新旧対照表 （下線部分が改正箇所） 

現行 改正後（案） 

（請求又は要求に基づく監査） （請求又は要求に基づく監査） 

第3条 監査委員は、法第75条第1項、法第98条第2項、法第242条第

1項若しくは第243条の2の2第3項の規定による監査の請求又は法

第199条第6項の規定による監査の要求があった場合には、速やか

に監査に着手しなければならない。 

 

第3条 監査委員は、法第75条第1項、法第98条第2項、法第242条第

1項若しくは第243条の2の8第3項の規定による監査の請求又は法

第199条第6項の規定による監査の要求があった場合には、速やか

に監査に着手しなければならない。 
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提 案 条 例 説 明 資 料 

 

担当課名称 介護保険課 

1 議 案 番 号 議案第 2 号 

2 題 名 浜田地区広域行政組合介護保険条例の一部を改正する条例 

3 目的・理由 

第 1 号被保険者の所得段階について、国が現行の標準 9

区分から標準 13 区分に多段階化した上で、第 1 段階から第

3 段階までに係る保険料率の割合を引き下げ、低所得者に

対する負担軽減を図るため、介護保険法施行令及び介護保

険法施行規則等の一部が改正され、本年 4 月 1 日から施行

されます。 

また、介護保険事業計画策定委員会からの答申に基づき、

第 9 期介護保険事業計画を策定したことに伴い、所要の改

正を行うものです。 

4 概 要 

1  介護保険料基準額（第 3 条第 1 項第 5 号の保険料額） 

  基金を繰り入れることで、第 8 期の基準額に据え置く

保険料設定とする。年額：79,200 円（月額：6,600 円） 

  なお、保険料段階ごとの保険料率及び保険料額は別添

「第 8 期・第 9 期介護保険料段階別比較表」のとおり。 

2  改正の主な内容 

⑴ 保険料段階の見直し 

国が所得区分について、標準 13 区分へ多段階化したこ

とに伴い、現行の 12 段階制から 13 段階制へ変更する。 

⑵ 保険料率の見直し 

最大保険料率を 2.5 から 2.6 へ変更する。 

⑶ 第 1 段階から第 3 段階の保険料軽減措置 

第 7 期に引き続き、第 1 段階から第 3 段階の被保険

者について、公費負担することで保険料を軽減する。 

 第 1 段階 第 2 段階 第 3 段階 

令和 3 年 4 月～ 
0.3 0.5 0.7 

23,760 円 39,600 円 55,440 円 

令和 6 年 4 月～ 
0.285 0.485 0.685 

22,572 円 38,412 円 54,252 円 
 

5 施行期日等 令和 6 年 4 月 1 日 
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浜田地区広域行政組合介護保険条例（平成15年条例第6号）新旧対照表  （下線部分が改正箇所） 

現行 改正後（案） 

（保険料率） （保険料率） 

第 3 条 令和 3 年度から令和 5 年度までの各年度における保険

料率は、次の各号に掲げる第 1 号被保険者（法第 9 条第 1 号

に規定する被保険者をいう。以下同じ。）の区分に応じそれ

ぞれ当該各号に定める額とする。 

第 3 条 令和 6 年度から令和 8 年度までの各年度における保険

料率は、次の各号に掲げる第 1 号被保険者（法第 9 条第 1 号

に規定する被保険者をいう。以下同じ。）の区分に応じそれ

ぞれ当該各号に定める額とする。 

⑴ 介護保険法施行令（平成 10 年政令第 412 号。以下「令」

という。）第 39 条第 1 項第 1 号に掲げる者 3 万 9,600 円 

⑴  介護保険法施行令（平成 10 年政令第 412 号。以下「令」

という。）第 39 条第 1 項第 1 号に掲げる者 3 万 6,036 円 

⑵ 令第 39 条第 1 項第 2 号に掲げる者 5 万 5,440 円 ⑵ 令第 39 条第 1 項第 2 号に掲げる者 5 万 4,252 円 

⑶ 令第 39 条第 1 項第 3 号に掲げる者 5 万 9,400 円 ⑶ 令第 39 条第 1 項第 3 号に掲げる者 5 万 4,648 円 

⑷・⑸ ［略］ ⑷・⑸ ［略］ 

⑹ 次のいずれかに該当する者 9 万 5,040 円 ⑹ 次のいずれかに該当する者 9 万 5,040 円 

ア ［略］ ア ［略］ 

イ 要保護者（生活保護法（昭和 25 年法律第 144 号）第 6

条第 2 項に規定する要保護者をいう。以下同じ。）であっ

て、その者が課される保険料額についてこの号の区分に

よる額を適用されたならば保護を必要としない状態とな

るもの（令第 39 条第 1 項第 1 号イ（(1)に係る部分を除

く。）、次号イ、第 8 号イ、第 9 号イ、第 10 号イ又は第

11 号イ      に該当する者を除く。） 

イ 要保護者（生活保護法（昭和 25 年法律第 144 号）第 6

条第 2 項に規定する要保護者をいう。以下同じ。）であっ

て、その者が課される保険料額についてこの号の区分に

よる額を適用されたならば保護を必要としない状態とな

るもの（令第 39 条第 1 項第 1 号イ（(1)に係る部分を除

く。）、次号イ、第 8 号イ、第 9 号イ、第 10 号イ、第 11

号イ又は第 12 号イに該当する者を除く。） 

⑺ 次のいずれかに該当する者 11 万 880 円 ⑺ 次のいずれかに該当する者 11 万 880 円 

ア 合計所得金額が 120 万円以上 160 万円未満であり、か

つ、前各号のいずれにも該当しないもの 

ア 合計所得金額が 120 万円以上 170 万円未満であり、か

つ、前各号のいずれにも該当しないもの 

イ 要保護者であって、その者が課される保険料額につい

てこの号の区分による額を適用されたならば保護を必要

イ 要保護者であって、その者が課される保険料額につい

てこの号の区分による額を適用されたならば保護を必要
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浜田地区広域行政組合介護保険条例（平成15年条例第6号）新旧対照表  （下線部分が改正箇所） 

現行 改正後（案） 

としない状態となるもの（令第 39 条第 1 項第 1 号イ

（(1)に係る部分を除く。）、次号イ、第 9 号イ、第 10 号

イ又は第 11 号イ      に該当する者を除く。） 

としない状態となるもの（令第 39 条第 1 項第 1 号イ

（(1)に係る部分を除く。）、次号イ、第 9 号イ、第 10 号

イ、第 11 号イ又は第 12 号イに該当する者を除く。） 

⑻ 次のいずれかに該当する者 12 万 6,720 円 ⑻ 次のいずれかに該当する者 12 万 6,720 円 

ア 合計所得金額が 160 万円以上 200 万円未満であり、か

つ、前各号のいずれにも該当しないもの 

ア 合計所得金額が 170 万円以上 210 万円未満であり、か

つ、前各号のいずれにも該当しないもの 

イ 要保護者であって、その者が課される保険料額につい

てこの号の区分による額を適用されたならば保護を必要

としない状態となるもの（令第 39 条第 1 項第 1 号イ

（(1)に係る部分を除く。）、次号イ、第 10 号イ又は第 11

号イ       に該当する者を除く。） 

イ 要保護者であって、その者が課される保険料額につい

てこの号の区分による額を適用されたならば保護を必要

としない状態となるもの（令第 39 条第 1 項第 1 号イ

（(1)に係る部分を除く。）、次号イ、第 10 号イ、第 11 号

イ又は第 12 号イに該当する者を除く。） 

⑼ 次のいずれかに該当する者 14 万 2,560 円 ⑼ 次のいずれかに該当する者 14 万 2,560 円 

ア 合計所得金額が 200 万円以上 300 万円未満であり、か

つ、前各号のいずれにも該当しないもの 

ア 合計所得金額が 210 万円以上 320 万円未満であり、か

つ、前各号のいずれにも該当しないもの 

イ 要保護者であって、その者が課される保険料額につい

てこの号の区分による額を適用されたならば保護を必要

としない状態となるもの（令第 39 条第 1 項第 1 号イ

（(1)に係る部分を除く。）、次号イ又は第 11 号イ     

  に該当する者を除く。） 

イ 要保護者であって、その者が課される保険料額につい

てこの号の区分による額を適用されたならば保護を必要

としない状態となるもの（令第 39 条第 1 項第 1 号イ

（(1)に係る部分を除く。）、次号イ、第 11 号イ又は第 12

号イに該当する者を除く。） 

⑽ 次のいずれかに該当する者 15 万 8,400 円 ⑽ 次のいずれかに該当する者 15 万 8,400 円 

ア 合計所得金額が 300 万円以上 500 万円未満であり、か

つ、前各号のいずれにも該当しないもの 

ア 合計所得金額が 320 万円以上 420 万円未満であり、か

つ、前各号のいずれにも該当しないもの 

イ 要保護者であって、その者が課される保険料額につい

てこの号の区分による額を適用されたならば保護を必要

イ 要保護者であって、その者が課される保険料額につい

てこの号の区分による額を適用されたならば保護を必要
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浜田地区広域行政組合介護保険条例（平成15年条例第6号）新旧対照表  （下線部分が改正箇所） 

現行 改正後（案） 

としない状態となるもの（令第 39 条第 1 項第 1 号イ

（(1)に係る部分を除く。）又は次号イ     に該当

する者を除く。） 

としない状態となるもの（令第 39 条第 1 項第 1 号イ

（(1)に係る部分を除く。）、次号イ又は第 12 号イに該当

する者を除く。） 

⑾ 次のいずれかに該当する者 17 万 8,200 円 ⑾ 次のいずれかに該当する者 17 万 4,240 円 

ア 合計所得金額が 500 万円以上 700 万円未満であり、か

つ、前各号のいずれにも該当しないもの 

ア 合計所得金額が 420 万円以上 520 万円未満であり、か

つ、前各号のいずれにも該当しないもの 

イ 要保護者であって、その者が課される保険料額につい

てこの号の区分による額を適用されたならば保護を必要

としない状態となるもの（令第 39 条第 1 項第 1 号イ

（(1)に係る部分を除く。）     に該当する者を除

く。） 

イ 要保護者であって、その者が課される保険料額につい

てこの号の区分による額を適用されたならば保護を必要

としない状態となるもの（令第 39 条第 1 項第 1 号イ

（(1)に係る部分を除く。）又は次号イに該当する者を除

く。） 

［新設］ ⑿ 次のいずれかに該当する者 19 万 80 円 

 ア 合計所得金額が 520 万円以上 620 万未満であり、か

つ、前各号のいずれにも該当しないもの 

 イ 要保護者であって、その者が課される保険料額につい

てこの号の区分による額を適用されたならば保護を必要

としない状態となるもの（令第 39 条第 1 項第 1 号イ

（(1)に係る部分を除く。）に該当する者を除く。） 

⑿ 前各号のいずれにも該当しない者 19 万 8,000 円 ⒀ 前各号のいずれにも該当しない者 20 万 5,920 円 

2  前項第 1 号に掲げる第 1 号被保険者についての保険料の減

額賦課に係る令和 3 年度から令和 5 年度      におけ

る保険料率は、同号の規定にかかわらず、2 万 3,760 円とす

る。 

2  前項第 1 号に掲げる第 1 号被保険者についての保険料の減

額賦課に係る令和 6 年度から令和 8 年度までの各年度におけ

る保険料率は、同号の規定にかかわらず、2 万 2,572 円とす

る。 

3  前項の規定は、第 1 項第 2 号に掲げる第 1 号被保険者につ 3  前項の規定は、第 1 項第 2 号に掲げる第 1 号被保険者につ
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浜田地区広域行政組合介護保険条例（平成15年条例第6号）新旧対照表  （下線部分が改正箇所） 

現行 改正後（案） 

いての保険料の減額賦課に係る令和 3 年度から令和 5 年度   

     における保険料率について準用する。この場合に

おいて、第 2 項中「2 万 3,760 円」とあるのは、「3 万 9,600

円」と読み替えるものとする。 

いての保険料の減額賦課に係る令和 6 年度から令和 8 年度ま

での各年度における保険料率について準用する。この場合に

おいて、第 2 項中「2 万 2,572 円」とあるのは、「3 万 8,412

円」と読み替えるものとする。 

4  第 2 項の規定は、第 1 項第 3 号に掲げる第 1 号被保険者に

ついての保険料の減額賦課に係る令和 3 年度から令和 5 年度  

      における保険料率について準用する。この場合

において、第 2 項中「2 万 3,760 円」とあるのは、「5 万

5,440 円」と読み替えるものとする。 

4  第 2 項の規定は、第 1 項第 3 号に掲げる第 1 号被保険者に

ついての保険料の減額賦課に係る令和 6 年度から令和 8 年度

までの各年度における保険料率について準用する。この場合

において、第 2 項中「2 万 2,572 円」とあるのは、「5 万

4,252 円」と読み替えるものとする。 

（賦課期日後において第 1 号被保険者の資格取得、喪失等があ

った場合） 

（賦課期日後において第 1 号被保険者の資格取得、喪失等があ

った場合） 

第 5 条 ［略］ 第 5 条 ［略］ 

2 ［略］ 2 ［略］ 

3 保険料の賦課期日後に令第 39 条第 1 項第 1 号イ（同号に規

定する老齢福祉年金の受給権を有するに至った者及び⑴に係

る者を除く。）、ロ若しくはニ、第 2 号ロ、第 3 号ロ、第 4 号

ロ、第 5 号ロ、第 6 号ロ、第 7 号ロ、第 8 号ロ又は第 9 号ロ 

                       に該当する

に至った第 1 号被保険者に係る保険料の額は、当該該当する

に至った日の属する月の前月まで月割により算定した当該第 1

号被保険者に係る保険料の額と当該該当するに至った日の属

する月から第 3 条のいずれかに規定する者として月割により

算定した保険料の額の合計額とする。 

3 保険料の賦課期日後に令第 39 条第 1 項第 1 号イ（同号に規

定する老齢福祉年金の受給権を有するに至った者及び⑴に係

る者を除く。）、ロ若しくはニ、第 2 号ロ、第 3 号ロ、第 4 号

ロ、第 5 号ロ、第 6 号ロ、第 7 号ロ、第 8 号ロ、第 9 号ロ、

第 10 号ロ、第 11 号ロ、第 12 号ロ又は第 13 号ロに該当する

に至った第 1 号被保険者に係る保険料の額は、当該該当する

に至った日の属する月の前月まで月割により算定した当該第 1

号被保険者に係る保険料の額と当該該当するに至った日の属

する月から第 3 条のいずれかに規定する者として月割により

算定した保険料の額の合計額とする。 

4 ［略］ 4 ［略］ 

附 則 ［略］ 附 則 ［略］ 
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浜田地区広域行政組合介護保険条例（平成15年条例第6号）新旧対照表  （下線部分が改正箇所） 

現行 改正後（案） 

［新設］ 附 則 

（施行期日） 

1  この条例は、令和 6 年 4 月 1 日から施行する。 

 （経過措置） 

2  この条例による改正後の浜田地区広域行政組合介護保険条

例第 3 条の規定は、令和 6 年度分の保険料から適用し、令和 5

年度以前の年度分の保険料については、なお従前の例による。 
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提 案 条 例 説 明 資 料 
 

 
担当課名称 介護保険課  

 

1 議 案 番 号 議案第 3 号 

2 題   名 

浜田地区広域行政組合指定介護予防支援等の事業の人員及び運

営並びに指定介護予防支援等に係る介護予防のための効果的な

支援の方法に関する基準を定める条例 

3 目的・理由 

指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営に関する基

準等の一部を改正する省令の施行により、指定介護予防支援等

の事業の人員及び運営並びに指定介護予防支援等に係る介護予

防のための効果的な支援の方法に関する基準（以下「本基準」

という。）の一部が改正されるため、所要の改正を行うものです

が、改正漏れ等の誤りを防止する観点から、条例の条項番号を

本基準に合わせるために、条例の全部を改正するものです。 

4 概 要 

1 次に掲げる事項に係る規定の整備 

⑴ 居宅介護支援事業者が浜田地区広域行政組合から指定を

受けて介護予防支援を行う場合の取扱い 

⑵ 重要事項説明書のウェブサイト掲載 

⑶ 身体的拘束等の適正化の実施 

⑷ 他のサービス事業所との連携によるモニタリングの実施 

2 その他規定の整備 

 

5 施行期日等 

1 施行期日 令和 6 年 4 月 1 日  

2 経過措置 

 ⑴ この条例の施行の日から令和 7 年 3月 31 日までの間は、

指定介護予防支援事業者は、重要事項をウェブサイトに掲

載しなくてもよいこととする。 
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提 案 条 例 説 明 資 料 
 

 
担当課名称 介護保険課  

 

1 議 案 番 号 議案第 4 号 

2 題   名 
浜田地区広域行政組合指定地域密着型サービスの事業の人員、

設備及び運営に関する基準を定める条例 

3 目的・理由 

指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営に関する基

準等の一部を改正する省令の施行により、指定地域密着型サー

ビスの事業の人員、設備及び運営に関する基準（以下「本基準」

という。）の一部が改正されるため、所要の改正を行うものです

が、改正漏れ等の誤りを防止する観点から、条例の条項番号を

本基準に合わせるために、条例の全部を改正するものです。 

4 概 要 

1 次に掲げる事項に係る規定の整備 

⑴ 介護療養型医療施設の廃止 

⑵ 管理者等の兼務要件の緩和 

⑶ 身体的拘束等の適正化の実施 

⑷ 重要事項説明書のウェブサイト掲載 

⑸ 利用者の安全並びに介護サービスの質の確保及び職員の

負担軽減に資する方策を検討するための委員会の設置 

⑹ 協力医療機関との連携 

⑺ ユニット型施設の管理者の研修受講 

2 その他規定の整備 
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5 施行期日等 

1 施行期日 令和 6 年 4 月 1 日 

2 経過措置 

（重要事項の掲示に係る経過措置） 

⑴ この条例の施行の日から令和 7 年 3 月 31 日までの間

は、全サービス事業者は、重要事項をウェブサイトに掲載

しなくてもよいこととする。 

（身体的拘束等の適正化に係る経過措置） 

⑵ この条例の施行の日から令和 7 年 3 月 31 日までの間

は、指定小規模多機能型居宅介護事業者及び指定看護小規

模多機能型居宅介護事業者は、身体的拘束等の適正化を図

るため措置を講じるよう努めなければならないこととす

る。 

（利用者の安全並びに介護サービスの質の確保及び職員の負担

軽減に資する方策を検討するための委員会の設置に係る経過

措置） 

⑶ この条例の施行の日から令和 9 年 3 月 31 日までの間

は、指定小規模多機能型居宅介護事業者、指定認知症対応

型共同生活介護事業者、指定地域密着型特定施設入居者生

活介護事業者、指定地域密着型介護老人福祉施設、ユニッ

ト型指定地域密着型介護老人福祉施設及び指定看護小規模

多機能型居宅介護事業者は、利用者の安全並びに介護サー

ビスの質の確保及び職員の負担軽減に資する方策を検討す

るための委員会を定期的に開催するよう努めなければなら

ないこととする。 

（協力医療機関との連携に関する経過措置） 

  ⑷ この条例の施行の日から令和 9 年 3 月 31 日までの間

は、指定地域密着型介護老人福祉施設及びユニット型指定

地域密着型介護老人福祉施設は、入所者の病状の急変等に

備えるため、協力医療機関を定めておくよう努めなければ

ならないこととする。 
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提 案 条 例 説 明 資 料 
 

 
担当課名称 介護保険課  

 

1 議 案 番 号 議案第 5 号 

2 題   名 

浜田地区広域行政組合指定地域密着型介護予防サービスの事業

の人員、設備及び運営並びに指定地域密着型介護予防サービス

に係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準を定

める条例 

3 目的・理由 

指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営に関する基

準等の一部を改正する省令の施行により、指定地域密着型介護

予防サービスの事業の人員、設備及び運営並びに指定地域密着

型介護予防サービスに係る介護予防のための効果的な支援の方

法に関する基準（以下「本基準」という。）の一部が改正される

ため、所要の改正を行うものですが、改正漏れ等の誤りを防止

する観点から、条例の条項番号を本基準に合わせるために、条

例の全部を改正するものです。 

4 概 要 

1 次に掲げる事項に係る規定の整備 

⑴ 介護療養型医療施設の廃止 

⑵ 管理者等の兼務要件の緩和 

⑶ 身体的拘束等の適正化の実施 

⑷ 重要事項説明書のウェブサイト掲載 

⑸ 利用者の安全並びに介護サービスの質の確保及び職員の

負担軽減に資する方策を検討するための委員会の設置 

⑹ 協力医療機関との連携 

2 その他規定の整備  
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5 施行期日等 

1 施行期日 令和 6 年 4 月 1 日 

2 経過措置 

（重要事項の掲示に係る経過措置） 

⑴ この条例の施行の日から令和 7 年 3 月 31 日までの間

は、全サービス事業者は、重要事項をウェブサイトに掲載

しなくてもよいこととする。 

（身体的拘束等の適正化に係る経過措置） 

⑵ この条例の施行の日から令和 7 年 3 月 31 日までの間

は、指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業者は、身体

的拘束等の適正化を図るため措置を講じるよう努めなけれ

ばならないこととする。 

（利用者の安全並びに介護サービスの質の確保及び職員の負担

軽減に資する方策を検討するための委員会の設置に係る経過

措置） 

  ⑶ この条例の施行の日から令和 9 年 3 月 31 日までの間

は、指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業者及び指定

介護予防認知症対応型共同生活介護事業者は、利用者の安

全並びに介護サービスの質の確保及び職員の負担軽減に資

する方策を検討するための委員会を定期的に開催するよう

努めなければならないこととする。 
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提 案 条 例 説 明 資 料 
 

 
担当課名称 介護保険課  

 

1 議 案 番 号 議案第 6 号 

2 題   名 
浜田地区広域行政組合指定居宅介護支援等の事業の人員及び運

営に関する基準等を定める条例 

3 目的・理由 

指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営に関する基

準等の一部を改正する省令の施行により、指定居宅介護支援等

の事業の人員及び運営に関する基準（以下「本基準」という。）

の一部が改正されるため、所要の改正を行うものですが、改正

漏れ等の誤りを防止する観点から、条例の条項番号を本基準に

合わせるために、条例の全部を改正するものです。 

4 概 要 

1 次に掲げる事項に係る規定の整備 

⑴ 介護支援専門員 1 人当たりの取扱件数の見直し 

⑵ 管理者等の兼務要件の緩和 

⑶ 公正中立性の確保のための取組の見直し 

⑷ 身体的拘束等の適正化の実施 

⑸ 他のサービス事業所との連携によるモニタリングの実施 

⑹ 重要事項説明書のウェブサイト掲載 

2 その他規定の整備 

 

5 施行期日等 

1 施行期日 令和 6 年 4 月 1 日  

2 経過措置 

 ⑴ この条例の施行の日から令和 7 年 3月 31 日までの間は、

指定居宅介護支援事業者は、重要事項をウェブサイトに掲

載しなくてもよいこととする。 
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